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労働条件の決定方法 

 

１ 労働契約 

労働契約とは、労働者が使用されて労働し使用者がこれに対し賃金を支払う、とい

う契約であり、労働者と使用者の合意により成立・変更される。ただし、就業規則で

定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効となり、

無効となった部分については、就業規則の定める基準により規律される（労働契約法

第 12条）。 

 

２ 就業規則 

就業規則とは、使用者が労働者を雇用する事業場において、当該事業場の秩序を維

持し、業務運営を効率的に進めるため、統一的・画一的に定める職場の規律のことを

いい、この中で、賃金や就業時間などの労働条件が定められている。常時10人以上の

労働者を使用する事業場の使用者に対し、就業規則の作成と労働基準監督署への届出

が義務づけられており（変更の場合も同様。労働基準法第89条）、この作成・変更に

当たっては、事業場における過半数組合か、それがない場合には過半数代表者の意見

を聴かなければならない（同法第90条）。 

 

３ 労働協約 

労働協約とは、労働条件その他の事項に関する労働組合と使用者（又はその団体）

との合意をいう。労働協約としての効力を発生させるためには、労働条件等について

合意した事項を書面化し、双方が署名又は記名押印することが必要であり（労働組合

法第14条）、書面化・記名押印などがしてあれば、たとえその名称が「覚書」「協定」

等であっても、あるいは一項目に関する合意であっても労働協約としての効力が生じ

うる。労働協約の基準に違反する労働契約の部分は無効となり、無効となった部分は

その基準の定めによる（労働組合法第16条）。また、就業規則は、労働協約に反して

はならない（労働基準法第92条第1項、労働契約法第13条）。ただし、労働協約に定め

る労働条件の基準の適用は、原則として当該労働協約を締結する労働組合の組合員に

限られ、それ以外の労働者は、当該協約が労働組合法にいう一般的拘束力の発生要件

を満たす場合にその適用を受ける（労働組合法第17条、18条）。 

 


